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田辺市老人憩いの家松風荘・やすらぎ荘指定管理者仕様書 

１．趣旨 

   田辺市老人憩いの家松風荘・やすらぎ荘の指定管理者が行う業務の内容及びその範囲等は、

関係法令によるほか、この仕様書によるものとします。  

 

２．施設の概要 

「松風荘」 

（１）施設の名称   田辺市立松風荘 

 （２）施設の所在地  田辺市磯間 29 番３号 

 （３）施設の規模及び構造  

    構  造  鉄筋コンクリート造２階建て 

敷地面積  760.80 ㎡ 

建築面積  595.26 ㎡ 

施設内容  １階 

事務室、娯楽室、トイレ、更衣室 

         ２階 

ホール、湯沸室、浴場（使用水 温泉）、トイレ 

（４）開設年度  昭和 48 年度 

（５）開館時間  ４月１日から９月 30 日まで 午前 10 時から午後７時まで 

                     （入浴時間：正午から午後６時まで） 

10 月１日から翌年の３月 31 日まで 午前 10 時から午後６時まで 

                     （入浴時間：正午から午後５時まで） 

休館日   日曜日 

          12 月 29 日から１月３日まで 

          国民の祝日に関する法律（昭和 23 年法律第 178 号）に規定する休日 

           指定管理者において必要があると認めるときは、あらかじめ市長の承認を

得て、臨時に開館し、若しくは休館し、又は利用時間を変更することができ

ます。 

 

「やすらぎ荘」 

（１）施設の名称   田辺市立やすらぎ荘 

 （２）施設の所在地  田辺市天神崎１番 25 号 

 （３）施設の規模及び構造 

    構  造  鉄筋コンクリート造２階建て 

敷地面積  481.72 ㎡ 

建築面積  467.20 ㎡ 

施設内容  １階 

事務室、休憩室、トイレ 

２階 

ホール、調理室、浴場（使用水 水道水） 

（４）開設年度  平成５年度 

（５）開館時間  ４月１日から９月 30 日まで 午前 10 時から午後７時まで 
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                     （入浴時間：正午から午後６時まで） 

 10 月１日から翌年の３月 31 日まで 午前 10 時から午後６時まで 

                     （入浴時間：正午から午後５時まで） 

休館日  日曜日 

          12 月 29 日から１月３日まで 

          国民の祝日に関する法律（昭和 23 年法律第 178 号）に規定する休日 

指定管理者において必要があると認めるときは、あらかじめ市長の承認を

得て、臨時に開館し、若しくは休館し、又は利用時間を変更することができ

ます。 

 

３．管理運営に関する基本方針 

（１）各種関係法令等の内容を理解し、法令の規定に基づいた運営を行うこと。 

・地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号） 

・労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号） 

・労働安全衛生法（昭和 47 年法律第 57 号） 

・田辺市老人憩いの家条例（平成 17 年田辺市条例第 97 号。以下「条例」という。） 

・田辺市老人憩いの家条例施行規則（平成 17 年田辺市規則第 72 号。以下「規則」という。） 

・田辺市情報公開条例（平成 17 年田辺市条例第 15 号） 

・田辺市個人情報保護条例（平成 17 年田辺市条例第 16 号） 

・田辺市物品管理規則（平成 17 年田辺市規則第 46 号） 

・その他関係法令 

（２）公の施設であることを常に念頭において、公平な運営を行うこととし、特定のものに有利

あるいは不利になる運営をしないこと。 

（３）施設の設置目的に基づいた適正な管理運営を行うとともに、管理運営経費の節減に努める

こと。 

（４）業務の公平性及び透明性の向上を図るため、田辺市情報公開条例の規定に準じ、施設の管

理に関する情報の公開の推進を図ること。 

（５）田辺市個人情報保護条例の規定に基づき、個人情報の適正な取扱いを徹底すること。 

（６）指定管理の業務上知り得た内容について、第三者に漏らしたり、自己の利益のために利用

しないこと。指定期間終了後も同様とする。 

（７）指定管理者が行う業務の全部を第三者に委託し、又は請け負わせることはできない。ただ

し、あらかじめ市長の承認を得た場合は、業務の一部（介護予防事業を除く。）を第三者に

委託し、又は請け負わせることができる。この場合、全て指定管理者の責任及び費用におい

て行うものとし、第三者の責めに帰すべき事由により生じた損害及び追加費用については、

全て指定管理者が負担するものとする。 

（８）田辺市と常に連携を図りながら管理運営を行うこと。 

 

４．指定管理者の指定期間 

令和３年４月１日から令和８年３月 31 日まで（５年間） 

 

５．管理運営業務の内容 

（１）組織及び業務体制 
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    指定管理業務を安定して実施できる組織と業務体制を整えること。 

   ①人員の配置及び雇用者の人事、労務、福利厚生 

    開館中の施設の配置職員は、各２名以上とし、責任者を明確にすること。 

    職員の労働条件等は、法令を遵守すること。雇用上の問題については、指定管理者にお

いて責任を持って対処すること。 

 ②施設で業務に従事している職員の雇用計画について 

現在、施設では、松風荘・やすらぎ荘の２施設併せて５名の体制で管理運営を行ってい

るが、そのうち、指定管理者の職員として採用を希望する者に対する雇用計画（再雇用に

ついての考え方）については、提案事項とするので事業計画書に記載することとし、選定

委員会において選定評価の対象とする。 

なお、指定管理者として内定するまでは、施設の職員と具体的な接触は行わないこと。 

    【参考】 

     現在の人員配置状況 

     正職員：１名、臨時職員：４名の５名体制 

③配置職員の資質確保 

職員に対して施設の管理運営上必要となる知識・技能を習得させるなど常に資質の向上

に努めること。 

   ④組織の整備 

     業務分担表や職員配置計画を作成し、業務遂行に対応できる組織を整備すること。 

   ⑤文書管理、経理業務、その他庶務業務 

     収受文書の管理（受付、分類整理、保管）、必要に応じて回答等の処理、収支金の管理、

出納記録の整理を適正に行うこと。収受文書のうち田辺市が処理する必要のあるものにつ

いては速やかに送付すること。金銭出納、契約等に当たっては処理規則を設けて不正、不

適切な処理が行われないよう管理すること。また、その他庶務業務全般に当たって適切に

処理できる業務体制を整えること。 

⑥田辺市との連絡調整等 

     田辺市と定期的に連絡が取れるよう、ファクス、電子メール等の送受信環境を整備する

こと。 

   ⑦危機管理について 

     緊急時における通報連絡体制の確立や対応マニュアルの整備を行い、的確かつ迅速な対

応が図られるよう努めるとともに、定期的な避難訓練や防災訓練を実施することにより業

務従事者の防災対応能力の向上を図ること。 

   ⑧法令に基づく関係機関への許認可申請、届出等施設運営にあたり必要な許認可等の申請を

行うこと。  

（２）施設利用許可に関する業務 

    施設の利用許可（利用証の発行等）は、指定管理者の業務とする。 

   なお、業務の実施に当たっては、条例及び規則を遵守すること。 

市が別に実施する介護予防事業に協力すること。 

 （３）使用料徴収に関する事務 

    使用料を納めて利用した者の使用料は田辺市の収入とするが、使用料の徴収等の事務につ

いては、地方自治法の規定に基づき別途委託契約を締結する。 

 （４）施設の管理運営に関する主な業務 
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   ①浴場は、常に清潔で快適な状態を保つため、日常清掃、温度調整を行うこと。またレジオ

ネラ症対策のため塩素濃度の確認を行うこと。 

   ②その他トイレ、フロア、脱衣場などの施設内及び敷地内の日常清掃などを行い、清潔な状

態を保つこと。 

   ③松風荘利用者によるサークル活動、小・中学校のやすらぎ荘への訪問など地域に根付いた

交流活動は、積極的に受け入れ、協力すること。 

   【参考】平成 31 年度実績 

       松風荘   利用者によるサークル活動（週１回程度） 

       やすらぎ荘 近隣小中学生の訪問（年３回程度） 

  ④松風荘、やすらぎ荘利用者のために、無料の湯茶サービスコーナーを設けること。 

 

（５）その他施設管理に関する業務 

   安全で安定した施設・設備の保持、清潔で衛生的な環境の保持、美観の維持等に努めること。 

①施設保守管理業務 

  施設を適正に運営するため、内部、外観の日常目視点検、定期点検による破損・故障箇所等

の早期発見と営修繕を実施すること。雨漏りや壁のひび等、施設を管理するうえで重大な不

具合が生じたときは、速やかに市に報告すること。 

 ②設備保守管理業務 

  関係法令等を遵守し、適切な設備保守管理業務を実施すること。なお、必ず実施する必要が

ある保守管理業務については以下のとおりである。 

   ・松風荘 

    浄化槽保守点検（毎月）、浄化槽水質検査（年１回）、浄化槽清掃（年１回）、消防用

設備等点検（年２回）、特殊建築物定期調査（２年に１回）、建築設備定期検査（年１

回）、電気工作物保守点検（年３回、精密検査年１回）、浴場水質検査（年１回）、ボ

イラー点検（年１回）、浴場循環ろ過タンクろ過材交換（年１回）、２階非常口・外階

段・重油タンク塗装（２年に１回）、第１種特定製品（空調）簡易定期点検（３か月に

１回）及び定期点検（３年に１回） 

  ・やすらぎ荘 

浄化槽保守点検（年６回）、浄化槽水質検査（年１回）、浄化槽清掃（年１回）、貯水

槽水質検査及び清掃（年１回）、消防用設備等点検（年２回）、特殊建築物定期調査（２

年に１回）、電気工作物保守点検（年４回、精密検査年１回）、浴場水質検査（年１回）、

ボイラー点検（年１回）、浴場循環ろ過タンクろ過材交換（年１回）、第１種特定製品

（空調）簡易定期点検（３か月に１回）及び定期点検（３年に１回） 

③施設用地内保守管理 

   敷地内のその他の設備（駐車場、植栽その他）に係る点検・保守管理の実施、破損・故障箇

所等の早期発見と営修繕を実施すること。 

④物品保守管理、光熱水費・燃料管理 

  施設備品、供用物品の保守管理、電気、ガス、水道、通信回線の供給維持、光熱水費管理台

帳の作成、料金支払等を行うこと。 

⑤防火管理 

  防火管理を徹底し、有資格者を配置すること。 

⑥廃棄物運搬処理 
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  資源物の分別処理、廃棄物の処分、粗大ゴミの処分を行うこと。 

⑦保安警備、危機管理 

  施設内・敷地内昼夜間定期巡視・点検、不審者・不審物対策、防災対策・計画の作成、防災

訓練の実施、関係機関との連絡調整、異常通報（警察、消防）、施設賠償責任保険その他必

要な保険への加入等を行い非常時に備えるとともに、非常時には、避難誘導、通報、応急処

置等遅滞なく実施すること。 

⑧応急処置、救急対応 

   施設内での応急処置に備えて、救急医薬品を常備すること。万一、施設内でけが人あるいは

急病人が発生した場合、遅滞なく救急依頼すること。 

（６）その他業務 

  ①利用者のサービス向上を図るため、松風荘、やすらぎ荘の各施設に自動販売機を設置する

ことができる。なお、自動販売機の設置及び運営に係る全ての費用については、指定管理

者の負担とし、自動販売機の売上金等の収入については、指定管理者の収入とする。 

  ②公の施設の指定管理者として、施設に対する利用状況調査等に対しては、積極的に協力す

ること。また、市の施策に応じた協力を行うこと。 

  ③その他施設管理・運営等で必要な業務について遺漏なく行うこと。 

 

６．業務内容等の報告 

（１）日報の整備 

各業務に関する日報（利用者数など）に加えて、事故報告、苦情対応、遺失物受付等を盛

り込んだ総合日報を作成し、田辺市から提出を求められた場合は、遅滞なく提出すること。 

（２）事業計画書等の作成及び提出 

    前年度、田辺市の指定する期日までに翌年度の事業計画書を提出し、その承認を受けるこ

と。 

（３）事業報告書等の作成及び提出 

毎年度終了後、30 日以内に事業報告書を作成し、田辺市に提出すること。 

事業報告書に盛り込む内容については以下のとおりとする。 

・管理業務の実施状況 

・管理業務に係る収支状況 

・施設等の利用状況 

・その他、管理の実態を把握するために必要なものとして市長が定める事項 

（４）指定管理者の決算資料の提出 

    指定管理者は法人等の毎年度の決算が確定した時点で、商法その他関係法令で求められて

いる各種計算書類、監査報告書等の関係書類を田辺市に提出すること。 

 

７．指定管理者と田辺市との責任分担 

  指定管理者と田辺市との責任分担については、別紙リスク分担表のとおりとする。 

  

８．備品の帰属 

（１）田辺市は、現に所有する備品については指定管理者に無償で貸与する。なお、取得価格が

10 万円未満で施設の運営管理上、必要な備品については、指定管理者で購入するものとし、

その所有権は田辺市に属する。 
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（２）現有備品以外で指定管理者が利用者のサービス向上のために新たに備品を購入した場合、

その所有権は指定管理者に属する。 

（３）基本的な運営管理業務を行うに当たり必要な備品で、取得価格が 10 万円を超える備品につ

いては、あらかじめ田辺市と協議の上、購入するものとする。 

（４）田辺市の所有する備品の廃棄については、事前に市に報告すること。 

（５）田辺市の所有に属する物品は、「田辺市物品管理規則」及び関係条例の管理の原則・分類

に基づいて管理するものとする。また、指定管理者は同規則に定められた物品台帳を備えて

その保管にかかる物品を管理し、購入及び廃棄等の異動について定期的に田辺市に報告する

ものとする。 

（６）指定管理者は、田辺市の所有に属する物品のうち、重要物品（価格が 50 万円以上のもの）

については、「田辺市物品管理規則」に基づく現況の調査を行い、同規則に定められた様式

により遅滞なく田辺市に報告しなければならない。 

 

９．経理 

（１）指定管理者の収入 

    指定管理料及び自動販売機の設置により得られた収入（設置した場合に限る。） 

 （２）指定管理者の負担 

    人件費、消耗品費、器具什器費、印刷製本費、水道光熱費、燃料費、修繕費、通信運搬費、

業務委託費、損害保険料、給食費、器具及び備品取得費 

   指定管理者は、管理運営業務におけるリスク分担に備えて、施設賠償責任保険（①身体賠

償１名につき１億円以上、１事故につき 10 億円以上 ②財物賠償１事故につき 2,000 万円以

上）相当に加入すること。 

（３）経理の明確化 

    指定管理に係る業務の経費及び収入は、指定管理者が行っている他の事業と区別し、独立

した会計帳簿類等を設けるとともに、団体自身の口座とは別の口座で管理するなど明確化を

図ること。 

（４）会計年度 

経理は会計年度（４月１日から翌年３月 31 日まで）ごとに区分すること。 

 

10．指定管理者に対する監督・監査 

（１）モニタリングの実施 

田辺市は、指定管理者の管理運営業務の実施状況が業務基準を満たし、適切かつ確実なサ

ービスが提供されているか、また、サービスが安定的、継続的に提供できる状況にあるかな

どを確認するため、毎年度、指定管理者から提出された事業報告書等によりモニタリングを

実施する。 

（２）モニタリングに対する協力 

指定管理者は、田辺市がモニタリングを実施するに当たり、施設の管理運営及び現状等に

関する資料作成及び実地調査等を求められた場合には、迅速かつ誠実な対応を行うこと。  

（３）業務不履行時の処理 

モニタリングの結果、指定管理者による管理運営業務が基準を満たしていないと判断され

る場合や、利用者が施設を利用する上で明らかに利便性を損なうと認められた場合、田辺市

は指定管理者に対して業務改善の指示を行う。 
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また、田辺市は、指定管理者が業務改善等の指示に従わないときや指定管理者による管理

を継続することが適当でないと認めるときは、指定の取消し、又は期間を定めて管理業務の

全部若しくは一部の停止を命ずることができる。 

（４）その他 

    監査委員等が田辺市の事務を監査する際に必要があると認める場合、田辺市は指定管理者

に対して帳簿書類その他の記録を提出させるとともに、実地に調査することができる。 

 

11．事業の継続が困難となった場合の措置 

（１）指定管理者が倒産し、又は指定管理者の財務状況が著しく悪化した場合及び指定管理者の

責めに帰すべき理由により、業務の継続が困難になった場合は、田辺市は指定を取り消すこ

とができる。また、指定管理者から指定の取消しの申出を受けた場合は、指定管理者との協

議を経て市がその対応を判断することとする。これらの場合に生じた損害は、指定管理者が

市に賠償するものとする。 

（２）不可抗力等、田辺市及び指定管理者双方の責めに帰すことができない事由により、業務の

継続が困難になった場合には、田辺市と指定管理者と間で協議を行い、その結果事業の継続

が困難と判断した場合は、田辺市はその指定を取り消すことができる。 

（３）前記のほか、事業の継続が困難となった場合の措置については、双方が誠意を持って協議

する。 

（４）次の場合、市は、違約金を請求することができるものとする。ただし、違約金を上回る損

害が発生した場合、違約金を上回る部分についても、別途損害の賠償を求めることができる

ものとする。 

 ① 指定管理者が正当な理由なく、施設の管理運営を放棄するなどして指定を取り消された場

合 

 ② 指定管理者が正当な理由なく、自己都合により指定管理期間中に撤退せざるを得ない状況

となり指定を取り消された場合 

 違約金の金額は、次に示すものを原則とするほか、施設所管課が管理運営に係る経費を勘案し 

て定める額とし、詳細について協定書で定めることとする。 

ｱ) 指定管理料を設定している施設 次に掲げるもののうち金額の高いもの 

（ⅰ）指定を取り消された年度における年度協定に規定する指定管理料の 10 パーセント 

（ⅱ）指定期間開始前に指定を取り消された場合は、募集時に指定管理者が提案した指定期間

の初年度における指定管理料の 10 パーセント 

（ⅲ）指定を取り消された年度の前年度における運営経費の 10 パーセント 

 （ⅳ）指定を受けた初年度において取り消された場合、事業計画書に登載された運営経費の 10

パーセント 

ｲ) 指定管理料を設定していない施設 次に掲げるもののうち金額の高いものを勘案し、施設

所管課が定める額。 

（ⅰ）指定を取り消された年度の前年度における指定管理施設の運営経費の 10 パーセント 

（ⅱ）指定を受けた初年度において取り消された場合、事業計画書に登載された運営経費の 10

パーセント 

 

12．協定の締結 

 議会の議決を経て指定管理者を指定した後、田辺市と指定管理者は、業務を実施する上で必
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要となる詳細事項について協議を行い、これに基づき協定を締結する。 

   なお、協定に盛り込む主な事項については、以下のとおりとなる。  

 ・指定期間に関する事項 

 ・業務の範囲及び実施に関する事項 

 ・指定管理料又は納付金に関する事項 

 ・個人情報の保護に関する事項 

 ・事業計画に関する事項 

 ・事業報告に関する事項 

 ・業務実施状況の確認に関する事項 

・指定の取消し及び管理業務の停止に関する事項 

・指定期間終了に伴う措置に関する事項 

・リスク分担に関する事項 

・その他必要な事項 

 

13．引継ぎ等について 

（１）協定締結後、速やかに業務の引継ぎを行うこと。 

（２）引継ぎに係る業務のために支出した費用について、田辺市は一切負担しない。 

（３）指定期間終了又は指定取消しにより、次期指定管理者に業務を引き継ぐ際は、円滑な引継

ぎに協力するとともに、必要な資料を提出すること。 

（４）田辺市議会の議決により指定管理者として指定された以降に辞退することは、理由の如何

にかかわらず認めない。万一、辞退した場合は、田辺市が被った損害について賠償していた

だく場合がある。 

 

14．その他 

 この仕様書に定めのない事項並びに指定管理者の業務の内容及び処理について疑義が生じた

場合は、田辺市と指定管理者が誠意を持って協議し決定するものとする。   


